
食材料費等の取扱いに関するFAQ【事業者向け】 （R1.07.01版）

No. 事項 問 答

1 施設が徴収している経費の取扱

　保護者から徴収している通園送迎費、食材料費、
行事費などの経費は、施設等利用費の対象になり
ますか。食材料費については、認定区分間で負担
方法が異なっていますが、取扱いを見直すのです
か。

　保護者から施設が徴収している経費は、無償化の対象とはなりません。
　食材料費の取扱いについては、これまでも基本的に、施設からの徴収又は保育料の一部として保護者が
負担してきたことから、幼児教育・保育の無償化に当たっても、この考え方を維持します。具体的には、幼稚
園・保育所等の３歳から５歳までの子供の食材料費については、主食費・副食費ともに施設による徴収を基
本とします。ただし、生活保護世帯やひとり親世帯等については副食費の免除を継続するとともに、免除対象
者の範囲を年収360万円未満相当の世帯まで拡充します。また、新制度の対象とならない幼稚園において
も、同様の負担軽減を図ることとします。
　なお、保育所等の０歳から２歳までの子供は、無償化が住民税非課税世帯に限定されることから、現行の
取扱いを継続します。

2 施設等利用費の対象外経費

　施設等利用費の対象外経費として、子ども子育て
支援法施行規則第二十八条の十五第五号におい
て、「特定子ども・子育て支援において提供される便
宜に要する費用のうち、特定子ども・子育て支援の
利用において通常必要とされるもに係る費用であっ
て、施設等利用給付認定保護者に負担させることが
適当と認められるもの」とありますが、具体的にどの
ようなものが想定されますか。

　御質問の費用は、特定子ども子育て支援そのものに要する費用ではなく、当該支援において提供される便
宜に要する費用であり、例えば記念写真代、保護者会費といった経費が考えられます。

3 副食費の徴収

　副食費を施設が徴収することとする趣旨は何で
しょうか。

　食材料費については、在宅で子育てをする場合でも生じる費用であることから、現行制度においても、保護
者が負担することが原則であると従来から整理しており、基本的に施設からの徴収又は保育料の一部として
保護者にご負担いただいています。
　幼児教育・保育の無償化にあたり、「幼稚園、保育所、認定こども園以外の無償化措置の対象範囲等に関
する検討会」の報告書（平成30年５月）において「保護者から実費として徴収している通園送迎費、食材料
費、行事費などの経費については、無償化の対象から除くことを原則とすべきである。」とされたことを受け、
１号・２号認定子どもの主食費・副食費ともに施設による徴収を基本とすることとしました。
　なお、無償化の対象範囲が市町村民税非課税世帯までに限られる３号認定子どもについては、現行の取
扱いを継続することとしています。

4 副食費の徴収

　幼児教育・保育の無償化の実施後、私立の認可
保育所における食材料費の支払いはどのように変
わりますか。

　私立認可保育所を利用する２号認定子どもの副食費については、これまで市町村が保育料の一部として徴
収していましたが、今後は、２号認定子どもの主食費と同様に、施設が利用者から直接徴収することになりま
す。

5 低所得者世帯への配慮

　副食費が施設からの徴収となることに伴い、低所
得者世帯へは配慮がされるのですか。

　２号認定子どもの副食費が施設からの徴収となることに伴い、低所得世帯等については、負担が増えない
よう公定価格上の加算を設けるとともに、副食費を免除することとします。具体的には、現在、保育料が無償
である生活保護世帯やひとり親世帯等（※）について、引き続き公定価格内で副食費の免除を継続します。さ
らに、免除措置の対象範囲を、年収360万円未満相当の世帯まで拡充します。これにより、年収360万円未満
相当の世帯の全ての子供及び全所得階層の第３子以降の子（多子のカウント方法はこれまでと変わりませ
ん。）が免除の対象となります。
※　生活保護世帯・里親、市町村民税非課税世帯・ひとり親世帯・在宅障害児がいる世帯の一部の子及び第
３子以降の子
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6 副食費の徴収額

　副食費の施設による徴収額は施設によって異なる
と思いますが、一律に4,500円になるのですか。それ
とも施設ごとに任意の金額を徴収してよいのでしょう
か。

　副食費の徴収額は、それぞれの施設において、実際に給食の提供に要した材料の費用を勘案して定める
ことになります。
　この際、これまで２号認定子どもの副食費は、公定価格において積算し、保育料の一部として保護者に月
額4,500円の負担を求めてきた経緯があります。質の担保された給食を提供する上では一定の費用を要する
ものであり、今後施設で徴収する額を設定するにあたっても、この月額4,500円を目安とします。

7 特別食の提供に係る徴収

　アレルギーのある児童への除去食や代替食等に
よる対応に要する費用については、別に徴収するこ
とが可能なのでしょうか。

　副食費の徴収額については、施設の子どもを通じて均一とします。アレルギー除去食等の特別食を提供す
る子どもについても、他の子どもと異なる徴収額とする必要はありません。
　なお、特別食の提供に係る費用のうち人件費等は食材料費には当たらず、給付費の中で措置されている
ため、保護者に負担を求めることはできません。

8 副食費の徴収

　児童の欠席や一定期間休園などの場合は、副食
費の徴収はどうすればよいですか。

　副食費の徴収額は、月額を基本とします。ただし、土曜日に恒常的に施設を利用しない者や長期入院のよ
うな、施設があらかじめ子どもの利用しない日を把握し、配食準備に計画的に反映することが可能である場
合には、徴収額の減額等の対応を行うことが考えられます。
　なお、月途中の退園や入園の場合には、施設型給付費や地域型保育給付費と同様に、日割り計算等の減
額調整を行って差し支えありません。

9 免除対象者の届出制について

　特定教育・保育施設等における副食費の徴収の
免除対象者について、市町村において免除対象者
の条件を周知した上で、免除対象者が免除の申請
を行った場合のみ市町村民税課税額や兄弟構成を
調査し、免除対象者として認めるといった手法をとる
ことは差し支えありませんか。

　特定教育・保育施設等における副食費の徴収免除対象者は、本来は免除の対象者の要件を満たしている
のに、申請がないことによって徴収の免除対象者にならない方が出ることを防ぐため、市町村が課税状況や
兄弟構成を調査の上決定するもので、申請によるものではありません。

10 副食費の税更正への対応

　副食費の免除対象者の判定は、判定後の税更正
により市町村民税所得割課税額が変更になり、対象
者でなくなったりあるいはその逆も考えられます。市
町村はこうした税更正への対応をどのようにしたら
よいでしょうか。

　国の給付額の精算基準としては、市町村が税の更正が分かった日の属する月の翌月から、更正された税
額により徴収の免除対象者かどうかを判断することとし、遡及は行いません。
　なお、市町村の判断で、当該年度分は遡及して適用するなどの取扱いをすることは妨げませんが、国の給
付額の遡及は行いません。

11 副食費に含まれるもの

　副食費の範囲はどこまでなのでしょうか。おやつ
代、牛乳代、お茶代、調理員の人件費、調理器具の
減価償却費、水道光熱費などは含まれるのでしょう
か。

　施設が徴収する副食費は副食の食材料費であり、具体的にはおやつや牛乳、お茶代を含みます。なお、調
理員等の人件費、厨房設備等の減価償却費、水道光熱費は含みません。
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12 副食費の加算額

　特定教育・保育施設等における副食費の施設によ
る徴収の免除対象者分については、公定価格にお
いて新たな加算を設けるとのことですが、施設や事
業によって徴収金額が異なったり、弁当持参の日が
ある施設・事業が存在する中で、新たな加算につい
ては均一の単価が設定されるのでしょうか。

　新たな加算については、各施設における設定金額にかかわらず、次の単価について、児童の居住する市
町村が各施設に通知した免除対象者の数に応じて請求・支給することを基本とします（告示及び通知を改正
予定）。
・第１号認定子ども…月額4,500円×（当該月に おける給食実施日数÷基準日数）
　※給食実施日数は、希望する子ども全員におかずを提供できる体制をとっている日に限る。基準日数は検
討中。
・第２号認定子ども…月額4,500円

13 副食費と加算の差額について

　教育・保育給付第２号認定子どもについて、副食
費免除対象者分の公定価格上の加算は月額4,500
円で固定になるとのことですが、副食費の施設によ
る徴収月額がこれを超える場合、免除対象者は加
算の月額4,500円を超える部分を負担しなければな
らないのでしょうか。

　今回の幼児教育無償化に伴う、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準第13
条の改正により、副食費の免除対象者について、食事の提供に要する費用の徴収を行うことは出来ないこと
としています。

14 副食費と加算の差額について

　教育・保育給付第２号認定子どもについて、副食
費免除対象者分の公定価格上の加算は月額4,500
円で固定になり、副食費の施設による徴収月額がこ
れを超える場合に、免除対象者からは超過分を徴
収できないということですが、超過分については施
設が負担することとなるのでしょうか。

　保育所等において、副食材料費が月額4,500円を上回る場合であっても、幼児教育・保育の無償化実施前
であれば公定価格から月額4,500円の給付を受け、これを上回る部分は、施設等の運営費の中から捻出して
いると考えられます。
　したがって、幼児教育・保育の無償化実施後、副食費免除対象者分について、新たに創設する加算による
月額4,500円の給付を受け、これを上回る部分は、これまでと同様に施設等の運営費の中から捻出できると
考えられます。

15 免除対象者の条例等への規定

　幼稚園・認定こども園、保育所等における副食費
の徴収免除対象者については、市町村の条例や規
則等で規定するべきでしょうか。

　特定教育・保育施設等における副食費の徴収免除対象者については、「特定教育・保育施設及び特定地
域型保育事業の運営に関する基準（内閣府令）」第13条第４項を改正し、保護者から徴収可能な費目から除
外します。改正法の施行後１年間は、内閣府令で定めた内容を条例で定めたものとみなす経過措置を設け
ますので、市町村はその期間内に、法第34条第２項の市町村の条例で定める特定教育・保育施設等の運営
に関する基準条例を内閣府令に従って改正することとします。

16
施設等における副食費徴収に係る事
務費補助について

　副食費の施設による徴収に伴い、特定教育・保育
施設等に新たな業務が発生したり、業務システムの
改修が発生する場合も想定されますが、施設におい
て必要となる費用については、補助金等の制度はあ
るのでしょうか。

　特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営においては、これまでも内閣府令により上乗せ徴収
や実費徴収を認めていることから、副食費の徴収事務は、基本的にこれまで施設・事業において実施してき
た上乗せ徴収・施設による徴収事務の中で実施するものであり、事務費補助金制度を設ける必要があるも
のと考えてはおりません。

17 副食費の滞納債権整理について

　副食費の施設による徴収について、未納者が発生
した場合など、滞納債権管理については施設・事業
者が対応するのでしょうか。

　特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営においては、これまでも内閣府令により上乗せ徴収
や施設による徴収を認めており、滞納が発生した場合においても施設・事業が対応してきたものであることか
ら、副食費についても同様の取り扱いとするものです。
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18 市町村による徴収

　私立の教育・保育施設及び特定地域型保育事業
において、教育・保育給付認定子どもの副食費を施
設・事業者が徴収するのではなく、市町村が代わり
に徴収するなどの対応はできますか。

　まず、市町村による副食費徴収に関する支援としては、利用調整の実施者としての立場からの関与と、児
童手当受給者である利用者に対する、受給者の申出に基づく児童手当からの徴収が考えられます。
　前者については、市町村は利用者の希望を踏まえて利用調整を行いますが、利用者が副食費を滞納する
場合には、経済的な理由のほか、保護者と施設の間での意思疎通や信頼関係が、何らかの理由で損なわれ
ている等の事情が生じているものと考えられます。このため、利用調整の実施者である市町村は、副食費の
滞納がある保護者から事情を聞き、その理由や改善策、利用継続の可否等を検討することが求められます。
このプロセスの中で、滞納している副食費についても保育所への支払いを促すことになります。

19 保育料と実費経費の区分

　認可外保育施設の事業者が保育料に実費（通園
送迎費、食材料費、行事費など）を含めた額を利用
料（保育料）として一括して徴収している場合、利用
料と実費部分を区分けさせることが必要ですか。ま
た、入園料については施設等利用費の対象になりま
すか。

　認可外保育施設においても、保育料と食材料費などの実費（無償化対象外経費）を区分けしていただくこと
が必要です。
　また、入園料についても、無償化の対象とはならず、保育料とは別に徴収していただく必要があります。

20
第２号認定子どもの副食費徴収対象
者の範囲

　副食費を施設が徴収する第２号認定子どもとは、
満３歳以上は全て対象なのですか。それとも２歳児
クラス在籍中は第３号と見なしている場合は、３歳児
クラスに進級してからが徴収の対象となるのでしょう
か。

　第２号認定子どものうち、満３歳になってから最初の３月３１日を迎えるまでの期間にある子どもについて、
子ども・子育て支援法施行令では「特定満３歳以上保育認定子ども」と定義しており、同施行令第４条～第１
３条第２項において、「特定満３歳以上保育認定子ども」の施設型給付費に係る利用者負担額（保育料）の上
限は、満３歳未満の保育認定子ども（第３号認定子ども）と同じ取り扱いとしており、幼児教育・保育の無償化
は、満３歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過した第２号認定子どもが対象となることから、副食費の
施設による徴収も、これと同様の取り扱いとなります。

21 食材料費関係

　副食費は、第3号認定子ども（第19条第1項）は徴
収の対象者ではないとのことですが、満三歳になっ
た日から最初の3月31日を迎えるまでの第2号認定
子どもは含まれるという理解で良いでしょうか。

　御指摘の年齢層を「特定満３歳以上保育認定子ども」と呼びますが、施行令で保育料（保護者負担額）を定
めますので、副食費は施設による徴収の対象外になります。

22 副食費免除対象者の決定・通知

　市町村が副食費の免除対象者を選定する事務
や、免除対象者であることを通知する行為は、法令
で市町村が行う行政処分という理解で良いでしょう
か。

　子ども・子育て支援法施行規則第７条の改正により、市町村は認定保護者と施設・事業者に対して副食費
の免除に関する事項を通知することとなります。


